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■組織運営 

講座参加者などへの働きかけや、登録講師募集のお知らせなどによる加入や生活クラブ生協食育サ

ポーターの加入があり、個人正会員 63、賛助会員 9、団体会員 6 となった。運営メンバー全員でツアー

企画のための研修を 2回実施した。 

■事業経営 

前半の自主講座などが順調だったことから、全体として収支はほぼ順調に推移した。しかし、生活クラ

ブ生協の寄付制度の「よ～い どん！」にもれたことや講演会の集客が少なかったこと、研修受託、講師

派遣が計画数に達しなかったことから、収入は低めとなった。 

【自主講座】 

・40 講座を実施した。 

・正会員に講座参加費の割引を行った。正会員ののべ参加回数は 37回だった。 

（昨年度は 20 回） 

・講座の会場は、基本的に生活クラブ生協本部会議室を中心に所沢生活館でも開催した。 

・大人の平日クラブツアーは、埼玉県内やお江戸オノボリさんぽなど好評だった。 

【講演会】 

社会問題や生き方を考える講演会を 2 回開催した。生活クラブ生協の寄付制度「よ～い どん！」は活

用できなかったが、生活クラブ生協共催や協賛など協力を得ることができた。新聞への掲載やチラシの

配布などでも参加を募ったが参加人数が伸び悩んだ。 

【さいたま寺子屋サロン】 

2 回実施した。 

【講師派遣】 

目標 40 件に対して、11 件の依頼があった。講座メニューの豊富化や地域への広がりが課題となっている。 

【受託事業】 

生活クラブ生協組合員リーダー研修を受託した。各ブロックで 6回実施、生活クラブ全体での実施はなく、 

予定を下回った。生活クラブ生協の食育サポーターの派遣コーディネートは 17件行った。 

■広報 

・『講座のご案内』（情報紙）を毎月発行し、正会員への郵送、講座参加者や運動グループ会員への 

配布、地域の公共施設への配置、周辺地域へのポスティングなどを行った。2 月には生活クラブ 

生協全組合員へ配布した。 

・月 2回のメールニュース配信、ホームページやフェイスブックなど SNS を活用した情報発信を随時行った。 

・生活クラブ生協組合員向け情報紙 COMEONかもんに講座情報を掲載した。 

2017 年度 事業報告                          

設立して 9年目、自主講座はほぼ順調に推移し、被災地を忘れないための企画として『息の跡』上映会を開催し

た。講演会では計画どおりの参加を広げることができなかった。生活クラブ研修、講師派遣は計画数に達せず、 

課題が残った。新たに社会運動学習会を開催し、社会的な課題について学ぶ場をもつことができた。 
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■その他 

【被災地応援活動】 

・陸前高田市立図書館ゆめプロジェクトへの本の寄付を呼びかけ、本や手芸品の売り上げを陸前高田 

 市図書館へ本購入のための寄付として届けた。（寄付額累計 3/19 現在 約 209,000 円） 

・ホームページや情報紙、クチコミなどで継続してお知らせすることで、応援の輪が広がっている。 

【生活クラブ生協 運動グループの連携】 

・運動グループ協議会、二者協議会に出席し、生活クラブ運動を進めるために連携して活動を進めた。 

・生活クラブエッコロ助成金審査員として協力した。 

・生活クラブエッコロ制度加入 30周年対象者へのプレゼント企画として、講座割引券を発行した。（10 枚） 
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  2017 年度決算報告 

特定非営利に係る事業の会計 活動計算書   2017 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日 
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2017 年度 貸借対照表 

2018 年 3月 31 日現在 

特定非営利に係る事業の会計 

 

①未収金：2/17講師派遣代金   

②仮払金：6/29セミナー会場費用   

③未払金：3月分業務費 160,209円 

2017年度法人県民・市民税 70,000円    

④前受け金：エッコロ加入者講座割引券 
  

⑤預り金：講師料源泉預かり 8人（7件）   
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2017 年度 財産目録 

2018 年 3月 31 日現在 

特定非営利に係る事業の会計 

 

 

 

 

 


